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研究成果の概要：本研究は、地震災害の防災・被害軽減化に貢献する、積雪寒冷地の自然条件・

社会条件を考慮した総合的な地震危険度評価システムの実現が目的である。この地震危険度評

価システムは、秋田市を対象に選び具体的に展開し、積雪期における道路交通障害や住宅被害

の実態等、地震危険度に関連する地理的・社会的要因を考慮し、すべての情報を地理情報シス

テム（GIS）により統合・分析した上で、従来単一の要因にのみに依る評価法では見落とされ

る地震危険度を明らかにする。 
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１．研究開始当初の背景 
 在来の地震危険度予測は、主に関東地方を
対象にしたものが多いこともあって、平坦地
に位置する大都市を前提とした研究が主で
あり、画一的に行われている一面が問題点と
して指摘されている。2004 年新潟県中越地
震後の山村豪雪地域における被害を見ても、
例えば首都圏とは異なる自然、社会条件の違
いが反映され、災害危険度の評価や防災対策
において、都市固有の特性を十分に考慮すべ
きことを示している。このように、積雪寒冷
地においては従前の被害想定およびそれに

基づく地域防災計画では不十分であり、地域
の状況にあった地震危険度評価手法の開発
をしておくことは、特に、北海道・東北など
の積雪寒冷地において緊急の課題ではない
かと考えられる。 
 
２．研究の目的 

本研究は、地震災害の防災・被害軽減化に
貢献する、積雪寒冷地の自然条件・社会条件
を考慮した総合的な地震危険度評価システ
ムの実現が第一の目的である。この地震危険
度評価システムは、秋田市を対象に選び具体
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図１ 地域防災計画震災編における 

   ｢積雪期地震対策｣の記載状況 

的に展開し、積雪期における道路交通障害や
行政の応急対応の実態等、地震危険度に関連
する地理的・社会的要因を考慮し、すべての
情報を地理情報システム（GIS）により統合・
分析した上で、従来単一の要因にのみに依る
評価法では見落とされる危険を明らかにし
ようとしている。 

第二の目的は、このような積雪寒冷地に対
する地盤と住宅の振動特性について検討を
行うことである。具体的には、木造住宅の振
動特性の計測、地盤の振動性状計測を行い、
これら実測的データに立脚した、冬期間に対
する新しい評価手法の確立を検討する。なお、
本研究が対象とする秋田市は、1983 年日本
海中部地震で被害を実際に蒙った貴重な経
験を有する都市であり、以来種々のデータが
よく整備され、事例研究の対象として良好な
条件を有している。 
 
３．研究の方法 
(1) 積雪寒冷地の地震危険度評価に関わる

関連資料の収集・整備と防災課題の整理 
地震危険度評価に必須と思われる各種パ

ラメータについて、秋田県・秋田市など自治
体行政庁の支援提供を得て、これら膨大な量
的・質的データのデータベースを構築する。
各パラメータに関するデータとしては、本研
究で提案する地震危険度評価法のプロトタ
イプが、秋田市以外の他の都市においても広
く用いることができるよう、その汎用性を重
視するために、データベースの構築にあたっ
ては、どの自治体でも比較的容易に活用でき
るデータを基にすることを大原則とする。ま
た、これらの資料を基に GIS データベースを
構築するとともに、積雪寒冷地ならではの被
災要因に着目した地震危険度評価に取り込
むべき項目を抽出、整理する。 
 
(2) 積雪期における道路閉塞予測システム

の開発 
 応急復旧時の緊急車両や避難などソフト
面の対応までを加えて評価手法に取り込む
ため、(1)のデータベースを使用し、秋田市
全域を対象として、シミュレーション解析用
幅員別道路ネットワークデータベースを構
築する。そして、建物倒壊と堆積雪の状況か
ら、道路閉塞状況を予測するシステムを開発
する。 
 
(3) 積雪寒冷地における住宅および地盤の

振動特性把握 
住宅の地域特性の把握は地震危険度評価

の重要な課題であるので、微動観測を通じて
建物の固有周期（振動特性）等を定量的に評
価し、被害予測のための基礎資料とする。ま
た、積雪寒冷地においては、振動特性の季節
変動が想定される。そこで、住宅に加えて、

従来不変と考えられている地盤についても
長期間にわたる微動観測を継続的に実施し、
被害予測のための基礎資料とする。 
 
(4) 市民・自治体を交えた地震危険度総合評

価システムの啓発と検討 
 構築されたデータベース全体を基にして、
積雪寒冷地にふさわしい被害想定モデルを
新たに構築し提案する。そして、最終年度に
積雪寒冷地の地震危険度の諸問題も考慮し
た総合評価システムが整うため、市民・自治
体の職員を交えた図上訓練実験によりシス
テムの啓発と検討を行う。 
 
４．研究成果 
(1) 積雪寒冷地の地震危険度評価に関わる

防災課題の整理 
①地域防災計画における積雪期地震対策の
現状 
図１は、消防庁のホームページ上に掲載さ

れている｢地域防災計画データベース｣（平成
18 年 3 月現在）を基に、地域防災計画震災編
における積雪期地震対策の記載状況である。
記載している都道府県は 10（21％）であり、
主に日本海側の積雪寒冷地に集中している
が、豪雪地帯対策特別措置法の基準により豪
雪地帯の指定を受けている 24 都道府県の
42％程度であることが確認された。また、積
雪期地震対策の内容については、緊急輸送路
確保のための除・排雪体制や屋根雪による家
屋の倒壊対策が最も多く（10/10）、これ以外
には、積雪時の避難経路確保や暖房器具や除
雪道具の整備推進といった避難所対策
（8/10）、鉄道や航空輸送の確保（7/10）、雪
崩対策（5/10）、スキー客の対策（4/10）が
多くなる。しかしながら、これらの積雪期地
震対策は画一的な記述が多く、地域の自然
的・社会的条件を考慮したより具体的な被害
想定を行っていないことが明らかにされた。 

②秋田市における積雪期救急活動の状況 
積雪期の道路交通障害および救急活動の

現状を把握するため、秋田市における救急活
動についての覚知から現場到着迄の所要時
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図２ 救急車の覚知から現場到着迄の所要時間比較

今後の地震対策の検討データとして利用

幅員別道路建築年代別建物

有効幅員減少

積雪の影響

屋根雪によ

る被害増大

堆積雪によ

る幅員減少

地震動強さ

データベース

道路閉塞予測モデル

瓦礫生成

建物被害

図３ 道路閉塞予測システムの概要 

間を調査した。平成 17 年度の豪雪は、秋田
県では昭和 48 年度以来の記録的な大雪とな
り、特に秋田市では除雪体制が万全でなかっ
たため、生活道路の多くが壊滅状態に陥り、
通勤、通学等、住民生活全般にわたって甚大
な影響を与えた。図２は秋田市における救急
車の覚知から現場到着迄の所要時間を平成
13 年～15 年の平均、平成 16 年度積雪時、平
成 17年度豪雪時について示したものである。
17 年度の豪雪時は 16 年度と比較すると、3
～5 分といった少ない所要時間の出動件数
は少なく、10分以上と所要時間が多くかかっ
た出動件数が多いことから、積雪により救急
活動に支障をきたしていることがわかった。 

 
(2) 積雪期における道路閉塞予測システム

の開発 
①システムの概要 

道路閉塞の評価は、建築年代別建物および
幅員別道路データベースに基づき、建物倒壊
による瓦礫と堆積雪による道路幅員の減少
から考えることとした。図３に道路閉塞予測
システムの概要を示す。 

このシステムでは、まず、建築年代別建物
および幅員別道路のデータベースを構築す
る。次に、建築年代別の被害関数に基づき、
モンテカルロ法によって乱数を発生させて
倒壊する建物を決定する。最後に、建築物の
倒壊状況と幅員別道路データベースから、瓦
礫幅および道路幅員減少のモデルを用い、道
路閉塞の評価を行う。また、積雪期地震時は
屋根雪を考慮して建築物の被害率を増加さ
せると共に、堆積雪を考慮して道路幅員を減
少させる。 
②建物および道路データベースの構築 

道路閉塞評価を行うための建物と幅員別
道路については、都市計画図（1／2,500）を
基にデータベースを構築した。次に空中写真
を利用し、耐震基準の改正にあわせて建物の
年代（昭和 45 年以前、昭和 46 年～昭和 55
年、昭和 56 年以降）を設定した。建築年代
の分類は、昭和 42 年の写真に存在する建物
を昭和 45 年、昭和 54 年の写真で新たに加わ

った建物を昭和 46 年～昭和 55 年、都市計画
図上で新たに加わった建物を昭和 56 年以降
とした。また、幅員別道路のデータベースに
ついては、道路幅員を 4 段階（4m 未満、4～
6m、6～8m、8m 以上）に分類した。 
③道路閉塞予測システムの適用例 
図４は本研究で開発した道路閉塞予測シ

ステムである。このシステムにより、幅員別
道路と建築年代別建物の表示を行うことが
できる。また、シミュレーションを行う際は、
地震時と積雪期地震時を選択することがで
き、シミュレーションの回数と建築年代別の
建物倒壊率も自由に設定することができる
（図左上）。これらの条件を設定して行った
シミュレーションの結果は、都市計画図上
（1/2,500）に表示され（図右）、閉塞率も自
動で計算・表示する（図左中）。さらに、道
路ネットワークの解析による、道路閉塞の影
響で幹線道路からの車両の到達が不能とな
る道路や建物を抽出し、表示できる。 
本研究で開発した道路閉塞予測システム

を秋田市に適用した結果、積雪期地震時は地
震時と比較して閉塞率がおよそ 3.5倍に増加
した。また、地震後の対応のために迂回を強
いられる地域や孤立する地域もみられ、防災
上問題を抱えている実態が抽出された。 

 

幹線道路

から不到

達の地域

図４ 道路閉塞予測システム  

（積雪期地震時における車両不到達地域の表示例） 



 

 

(3) 積雪寒冷地における住宅および地盤の
振動特性把握 

秋田市内の公民館（木造軸組 2階建住宅）
を対象として、｢一般耐震診断法｣に基づく耐
震診断と振動測定を行い、積雪寒冷地におけ
る住宅の耐震性を検討した。その結果､住宅
の固有周期については、鉄板葺きの屋根が用
いられていることなどから、積雪の少ない地
域に比べ耐震性能の低い住宅（評価点 0.29）
についても固有周期が短いことが確認され
た。また、秋田市および湯沢市（豪雪地域）
を対象とし、木造住宅の微動観測を行った。
観測された住宅の固有周期は 0.2秒程度であ
り、他の地域よりも短いことが確認された。
地盤についても、平成 19 年 6 月より 4 時間
毎 30 分間の微動観測を平屋建て倉庫内で 1
年間継続的に実施した。定点観測によって得
られた積雪寒冷地（秋田市）における地盤の
周期特性（1 秒未満）について、特に変化は
ないことが明らかにされた。 
 
(4) 市民・自治体を交えた地震危険度総合評

価システムの啓発と検討 
秋田市都市整備部建築指導課と連携し、

「自主防災学習会」、「積雪期の地震対策シン
ポジウム」等を実施することで、市民や自治
体の職員を交えた地震危険度総合評価シス
テムの啓発と検討を行った。防災意識の高揚
が図れた一方、過去に積雪期に発生した地震
は非常に少なく、地震時の被害や対応、社会
への影響について、既往の地震災害の理解を
より深めたいとの要求が出された。また、耐
震改修の優先順位を決定できるシステムに
発展して欲しいとの要望も出た。積雪寒冷地
の地震防災に関する啓発活動はマスコミ等
に数多く取り上げられ、イベントに参加して
いただいた市民の方にも高く評価された。 
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